
不祥事への対応、企業・組織の活動や行政

に関する国民的理解の醸成などがますます重

要かつ不可欠の課題となっている今日、その

ためのマスメディア対応が大きな関心事項と

なっている。ところが、マスメディア対応が

充分に効果を挙げ得ていない例も多い。筆者

はその理由の一つとして、マスメディアの実

情に関する理解の不足があるのではないかと

考える。マスメディア対応というと記者への

説明の仕方や頭の下げ方などの対症療法的な

対応(これらも重要のテーマではあるが)に終始

しているケースが見受けられるのもそうした

理由によると思われる。重要なのは多様化す

るマスメディアと読者(視聴者)との関係、そ

れとメディアが伝える情報(ニュース)はいっ

たいどういうものなのかを理解することにあ

ると考える。これによって、マスメディアに

対する誤解や幻想を払拭し、冷静に対応でき

るようにする必要がある。

メディアを知るうえで重要なポイントの第

一は、マスメディアが発信する情報とはどう

いうものなのか、特に社会に存在する多くの

事実・事象がどのような経過をたどって一面

トップのニュースになったり、経済面、社会

面の小さなニュースになったりするのかを理

解することだ。その鍵となるのは、マスメデ

ィアが発信する情報はどのように作成される

か、マスメディアが発信する事実とは何か、

を理解することである。

マスメディアが発信する多くの情報は、基

本的には記者による取材から始まる。駆け出

しの若い記者の多くがベテランの記者から教

わる最初の言葉は、「取材は集材ではない」

である。つまり、世の中にある無数の事実の

中から伝える必要のある材料を探し出す。そ

してその材料をどのような視点、方法で伝え

るかを考え、記事にすることから始まる。全

ての事実を集める(集材)のではなく、記者の

判断によって、あるいは所属するマスメディ

アの判断によって、伝える必要のあるものを

探し出す(取材)のである。

これが取材、記事作成の代表的な姿だ。従

って、マスメディアは事実を伝えていないと

いう批判は、ねつ造記事や誤報の類は別とし

て、半分は当たっていて、半分は外れている。

世の中には無数の事実があるが、記者やマス

メディアが伝えるべきだと考えなかった事実

は、伝えられない。だから世の中の全ての事

実を伝えていない(あるいは伝えることが不可

能)ということになる。記者、あるいはマスメ

ディアが組織として必要だと考えた事実が伝

えられることになる。つまり、マスメディア

によって伝えられる事実は、世の中にある事

実の一部にすぎないということになる。

新聞の紙面、テレビでの放送時間には限り

がある。仮に、世の中の全ての事実を知るこ

とができたとしても、それらを伝えようとす

ると紙面はいくらあっても足りないし、テレ

ビでは24時間ニュースを放送しても間に合わ

ない。伝えることのできる分量には自ずと制
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限があり、また読者(視聴者)の利便性からも

選択が必要となる。ではこの事実の選択と伝

える視点、方法は何を基準に決定されるのか。

いくつかの基準があるといわれるが、その最

大のよりどころの一つは、読者がマスメディ

アに何を期待しているかということである。

そして伝えるべき事実の選択にあたっては、

記者やマスメディアは客観的であろうと努力

しているが、その結果が客観的報道となるに

は、相当の努力が必要となる。

第二に重要なのは、近年多様化するマスメ

ディアを受け手側である読者(視聴者)はどう

受け止めているのかを把握することである。

最近のマスメディア批判の中には、多様なマ

スメディアを画一的にとらえているものも多

く見かける。ましてマスメディア対応となれ

ば、主要なマスメディアを峻別、対応するこ

とが必要だ。なぜなら読者の多くは、それぞ

れのマスメディアを明確に分類し、必要に応

じて期待をし、活用しているからである。

マスメディアそれぞれに対して、読者がど

のような受け止め方をしているかは、あまり

明らかにされてはいないが、それを知るため

の手がかりとして日本新聞協会が２年に一度

実施している「全国メディア接触・評価調査」

がある。最新のデータは2007年10月のもので、

全国６千人の無作為抽出した男女を対象に(回

収率は60.3％)、「訪問留め置き法」によって行

われた。メディアは新聞、民放テレビ、ＮＨＫ

テレビ、ラジオ、雑誌、インターネットに分

類して、調査対象者にそれぞれの印象、評価

を聞いている。

それによると、「社会に影響力がある」メ

ディアは何かとの質問に対する回答では、回

答率の最も高かったのは新聞で60.7％、次い

で民放テレビが55.1％、これらにＮＨＫテレビ

(52.8％)、インターネット（32.0％)、雑誌

(20.7％)、ラジオ(16.7％)が続く(複数回答)。

つまり読者(視聴者)は新聞、テレビが社会に

影響力があると認識して接しているから、こ

れらが伝える情報もやはり社会に強い影響力

を持つものと考える。これに対してインター

ネットや雑誌、ラジオの伝える情報は、新聞、

テレビほどの影響力はないと見て接触してい

ることになる。ただ「情報源として欠かせな

い」メディアは何かという質問に関しては、

新聞とする回答率が最も高いが、インターネ

ットがテレビに迫っていることが注目され、

マスメディアも徐々に構造的に変化している

ことを示す。

全体としてみると、ほとんどの項目で新聞

の果たしている役割の大きいことが分かる

が、「情報が信頼できる」に対しては新聞よ

りもＮＨＫテレビの回答率が高く、「親しみや

すい」「楽しい」では圧倒的に民放テレビと

する回答率が高い。さらに「専門的」「社会

的弱者への配慮」「情報の速さ」「時代の先取

り」に関しては、それぞれＮＨＫテレビ、イ

ンターネットとする回答が新聞を上回った。

この調査は35項目に及ぶが、それらを丹念

に見ると、マスメディアに対する読者の接触

の仕方もかなり多様であることとメディアそ

のものが構造的に変化していることをうかが

わせる。ということは、メディアへの対応の

仕方も、多様なものとなるべきであり、また

時間とともに変化することを前提に考えなけ

ればならないということになる。

（のむら　かずまさ）
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